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参考資料 1 唐津港岸壁（桟橋）の設計・施工事例 

 

 

唐津港岸壁（桟橋）の構造図を図-参 1.1 に示す．従来構造では耐震性が不足したため，耐

震補強を目的とした改良工事が実施された．改良前は直杭式の桟橋構造であったが，改良

後は鋼管ストラットを用いた構造となっている．なお，改良前の上部工は干満帯から飛沫

帯に位置していたため激しい塩害劣化を受けていた． 

 

 

 

 

（改良前） 

 

（改良後） 

図-参 1.1 唐津港岸壁（桟橋）の構造図 
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 RC はり部に関する鉄筋腐食照査結果

を表-参 1.1 に示す．従来の標準的な仕様

（水セメント比 W/C=0.5，かぶり 100mm）

の場合，NG（50 年の間に腐食発生）と

なったため，エポキシ樹脂塗装鉄筋の使

用を検討することとした．土木学会「エ

ポキシ樹脂塗装鉄筋を用いる鉄筋コン

クリートの設計施工指針[改訂版]」を用

いて照査を実施した結果を表-参 1.1 に

示す．この場合の照査結果は OK（50 年

の間に腐食発生しない）となっている． 

 写真-参 1.1 はコンクリート打設前の

状況であり，水色の鉄筋がエポキシ樹脂

塗装鉄筋である．なお，2010 年度まで

に RC はり部の施工が終了し，PC ホロ

ー桁部の施工が 2011 年度に実施された． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-参 1.1 鉄筋腐食照査結果（RC はり部） 

 

 

 

写真-参 1.1 施工状況 

設計供用年数（年） 50 50

セメント種類 N N

W/C 0.50 0.50

かぶりの期待値c(mm) 100.0 100.0

構造物係数γi 1.0 1.0

拡散係数の予測値Dp(cm
2
/y) 1.33 1.33

予測精度に関する安全係数γp 1.0 1.0

補正係数α 0.65 0.65

拡散係数の特性値Dk(cm
2
/y) 0.86 0.86

コンクリートの材料係数γc 1.0 1.0

ひび割れの影響を表す定数D0(cm
2
/y) 200 200

鉄筋応力の増加量σSe(N/mm2) 25.82 25.82

鉄筋のヤング係数(N/mm2) 200000 200000

ε'csd 0.00015 0.00015

ひび割れ幅とひび割れ間隔の比w/l 0.00084 0.00084

ひび割れ幅の制限値wa(mm) 0.385 0.385

ひび割れ幅w(mm) 0.095 0.095

拡散係数の設計値Dd(cm
2
/y) 0.87 0.87

HWLから部材表面までの距離(m) -1.23 -1.23

表面塩化物イオン濃度C0(kg/m
3
) 15.1 15.1

γcl 1.0 1.0

エポキシ樹脂塗装内の厚さの期待 - 0.22

塩化物イオンに対する見かけの拡散

係数の設計用値Depd(cm
2
/年)

- 0.000002

鉄筋位置の塩化物イオン濃度の設

計値Cd(kg/m
3
)

4.3 0.13

鉄筋腐食発生限界濃度Clim(kg/m
3
) 2.0 2.0

γiCd/Clim 2.15 0.07

判定 NG OK

塩
害

構
造
物
基
本

デ
ー

タ

検討項目 無対策

エポキシ樹

脂塗装鉄

筋




